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1. 研究の背景と目的 
 近年、情報技術に関する技術の進展に伴い、消費者の購買環境は大きく変化してい
る。経済産業省によると、日本の2011年における企業・消費者間（BtoC）のオンラ
インショッピング市場規模は 8 兆 4,590 億円に達しており、2007 年に比べて約 1.6
倍の成長をみせている（経済産業省 2012）。こうした中で注目されているのが、マ
ルチチャネル・リテイリングである（Kumar and Venkatesan 2005）。マルチチャネ
ル・リテイリングとは、1 つ以上の販売チャネルを通じて消費者に商品やサービスを
販売することに関連するマーケティング活動のことである（Zhang, Farris, Irvin, 
Kushwaha, Steenburgh and Weitz 2010）。 
 現在、マルチチャネル・リテイリングは、従来のブリック・アンド・モルタル・リ
テイリングの付随物として理解されるというよりも、チャネル戦略における標準的な
アプローチと見なされている（McGoldrick and Collins 2007）。また多くの企業はオ
ンライン店舗を開設するかどうかということよりも、チャネル間のシナジーを発揮す
るためにそれぞれのチャネルの機能をどの程度統合すべきかということについてより
多くの努力を払うようになっている（Gulati and Garino 2000）。 
 マルチチャネル・リテイリングへの関心が高まるとともに、強く意識されてきたこ
とはマルチチャネル顧客の企業にとっての価値およびその購買行動を把握するという
である（レビューとして、Dholakia, Kahn, Reeves, Rindfleisch, Stewart and Taylor 
2010; Neslin, Grewal, Leghorn, Shankar, Teerling, Thomas and Verhoef 2006; 
Neslin and Shankar 2009）。マルチチャネル顧客とは、特定の企業との一定期間にわ
たる取引において1つ以上のチャネルを通じて購買を行う顧客のことである。マルチ
チャネル環境において顧客の行動はより複雑になっている。顧客が複数のチャネルを
通じて購買するのはなぜなのか、複数のチャネルをどのように使い分けているのか、
企業にとってどのような貢献をなしうるのかといったことについて、実務的にも学術
的にも多くの関心が寄せられている。 
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 本研究の目的は3つある。第一に日本におけるマルチチャネル顧客の優良性を示す
ことである。結論を先取りすると、マルチチャネル顧客はシングルチャネル顧客より
も購買回数、購買金額、購買個数が多いことを示す。第二に、マルチチャネル顧客の
中でも3つのチャネルを利用する顧客に着目し、その購買特性に違いがあることを示
すことである。3 つのチャネルを利用する顧客であっても、カタログを頻繁に利用す
る顧客、オンライン店舗を頻繁に利用する顧客、実店舗を頻繁に利用する顧客が存在
し、その購買特性が異なることを示す。第三に、チャネルの利用数や組み合わせによ
って離脱率が異なることを示すことである。具体的にはチャネルの利用数が増えると
離脱率が低下すること、店舗を利用する顧客の離脱率は相対的に低いことを明らかに
する。 
 
2. 既存研究のレビュ  ー
 平均的なマルチチャネル顧客はシングルチャネル顧客よりも多く購買し、企業にと
って価値が大きいということは広く認められている（Ansari, Mela and Neslin 2008; 
Kumar and Venkatesan 2005; Kushwaha and Shankar 2008; Neslin, Grewal, 
Leghorn, Shankar, Teerling, Thomas and Verhoef 2006; Noble, Shenkan and Shi 
2009; Thomas and Sullivan 2005）。 
 100万人の顧客のデータをもとに分析を行ったKushwaha and Shankar（2008）
は、企業にとって平均的なマルチチャネル顧客の金銭的価値はオフラインチャネルの
みの顧客に比べて467ドル、またオンライン店舗のみの顧客に比べると791ドルほど
大きいことを示している。カタログ通販、オンライン店舗および実店舗の3つのチャ
ネルをもつ企業のデータを用いたThomas and Sullivan（2005）は、3つのチャネル
のうちいずれか2つのチャネルを利用する顧客および3つすべてのチャネルを利用す
る顧客は、シングルチャネル顧客よりも購買回数や購買個数が多いことを示している。
彼らはただし、あらゆるチャネルの組み合わせがシングルチャネルよりも優れている
のではないと述べている。すなわち、カタログ通販のみから購買する顧客はオンライ
ン店舗および実店舗を利用する2チャネル顧客よりも年間の購買金額が大きいことを
見出している。さらに、カタログ通販とオンライン店舗の2つのチャネルに限定して
顧客の分析を行ったKushwaha and Shankar（2013）は、知覚リスクの低い商品に
関しては2チャネル顧客よりもカタログ通販顧客のほうが金銭的価値は大きいことを
見出している。 
 既存研究においては利用するチャネルの数や組み合わせ、購買対象である商品特性
によってはマルチチャネル顧客の優良性は減少することが示されている。本研究では
このうち前者の視点に立ち、チャネルの数および組み合わせと購買実績の関連を明ら
かにする。また既存研究では分析されていない視点を導入する。すなわち、カタログ
通販、オンライン店舗、実店舗の3チャネルをすべて利用する顧客を分類し、そこで
の比較を行う。後ほど詳しく述べるが、3 つのチャネルをすべて利用する顧客であっ
ても、それぞれのチャネルをどのような割合で利用するかによって購買実績は異なる
と考えられる。 
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3. 分析 
 3.1 データ 
 カタログ通販、オンライン店舗、実店舗の3つの販売チャネルでビジネスを展開し
ている企業の顧客データベースを用いて分析を行う。たとえば実店舗を中心に販売を
展開し、新規にオンライン店舗での販売を開始するというような企業においては、顧
客データベースの構築は販売チャネルごとになされることが多い。つまり、顧客 ID
はチャネルごとに付与されることになる。そのため、顧客が購買を複数のチャネルを
通じて行った場合にはその全履歴を捉えることはきわめて困難になる。これに対し、
本研究で取り上げる企業はカタログ通販によって大きく成長した企業であり、その販
売形式上、顧客データベースの管理には多大なコストをかけている。またチャネル間
の顧客データベースの統合もかなり進んでおり、マルチチャネル顧客の分析を行うの
に適している。 
 対象とする商品カテゴリは化粧品である。化粧品カテゴリとする理由は以下の通りで
ある。すわなち、高関与型の商品であり、かつ消費期間が短期の商品であるため、一定
期間内での再購買が見込めるということである。一年に数回しか購買がなされないよう
な商品カテゴリであるとより長期のデータが必要となるし、低関与型商品であるとバラ
エティーシーキング行動が起こりやすく、再購買の見込みも低下する可能性がある。 
 データの対象期間は、2004年から2008年である。ただし、分析に際してはこの時
期に獲得した顧客の 2008 年の購買実績のみを用いる。また、データのクリーニング
を行い、外れ値は除外してある(1)。 
 
 3.2 分析1：利用チャネル別の購買実績 
 先にも述べた通り、欧米の研究ではマルチチャネル顧客はシングルチャネル顧客よ
りも一定期間においてより多く購買を行うことが指摘されている。本研究ではまずこ
うしたことが日本の顧客に関してもあてはまるのかどうかを確認したい。そこで、対
象顧客を利用チャネル別に分類し、その購買実績を比較する。 
 単純集計の結果を示したのが、図表 1 である。2008 年における顧客数は 518,038
である。このうち、カタログ通販、オンライン店舗、実店舗のいずれかひとつのチャ
ネルを利用するシングルチャネル顧客の数は432,004であり、全体の83.4％を占める。
これらのチャネルのうち 2 つのチャネルを利用する顧客（以下、2 チャネル顧客）の
数は79,740 であり、全体の15.4％を占める。また3 つすべてのチャネルを利用する
顧客（以下、3チャネル顧客）の数は、6,294であり、全体の1.2％を占めている。こ
の割合はカタログ通販、オンライン店舗、実店舗の3つのチャネルをもつアメリカの
小売企業の顧客データベースを用いてマルチチャネル顧客について分析を行った
Thomas and Sullivan （2005）の結果とほぼ同様である(2)。 
 それぞれの購買指標について、チャネル利用別にみていこう。まず、顧客一人あた
りの平均購買回数は、シングルチャネル顧客については、カタログ通販利用、オンラ
イン店舗利用、実店舗利用のそれぞれにおいて、5.5回、5.3回、6.6回となっている。
それに対して、2 チャネル顧客については、カタログ通販／オンライン店舗利用、カ
タログ通販／実店舗利用、オンライン店舗／実店舗利用のそれぞれにおいて、6.4回、
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8.3回、7.8回となっている。また3チャネル顧客については10.2回である。 
 顧客一人あたりの平均購買金額は、シングルチャネル顧客でそれぞれ、33,974 円、
37,330 円、23,763 円である。2 チャネル顧客ではそれぞれ、40,621 円、41,132 円、
41,000円であり、3チャネル顧客のそれは、56,093円である。 
 続いて、顧客一人あたりの平均購買個数はシングルチャネル顧客において、それぞ
れ 22.2 個、20.0 個、12.7 個となっている。2 チャネル顧客については、それぞれ、
28.0個、26.2個、23.2個であり、3チャネル顧客については41.1個である。 
 最後に、平均の購買品目数つまり何種類の商品を購買しているかという点については、
シングルチャネル顧客でそれぞれ8.9 種、10.2 種、7.3 種であり、2 チャネル顧客でそ
れぞれ10.8種、13.0種、13.2種、3チャネル顧客については17.4種となっている。 
 ここからわかることは以下のことである。第一に、店舗のみを利用する顧客は最大
のセグメントを形成しているが、購買金額や購買個数、購買品目数はもっとも低いと
いうことである。ただし、他のシングルチャネル顧客に比べると購買回数は多い。実
店舗のみを利用する顧客は頻繁に来店するが、購買する個数や種類は多くないという
ことである。1 回の購買では持って帰ることができる量だけを購買し、必要に応じて
再来店するといった購買行動が推測される。 
 第二に、カタログ通販およびオンライン店舗利用の顧客については、購買回数や購
買品目数が他の2チャネル顧客よりも少ないのに対し、購買個数は多いということで
ある。こうした顧客はよく利用する商品にしぼって一度の購買で複数個購買している
といった特徴があるのかもしれない。 
 第三に、シングルチャネル顧客よりも2チャネル顧客、2チャネル顧客よりも3チ
ャネル顧客のほうが、購買実績は高くなる傾向があるということである。とりわけ 3
チャネル顧客の購買実績はかなり大きいことが示された。 
 
図表1 利用チャネル別の顧客購買実績 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
* 通：カタログ通販、オ：オンライン店舗、店：実店舗 
 
 3.3 分析2：3チャネル顧客の主要利用チャネル別購買実績 
 分析 1 において、3 チャネル顧客の購買実績は他の顧客に比べて大きいことが示さ
通＿＿ 99,658 5.5 33,974 22.2 8.9
＿オ＿ 52,562 5.3 37,330 20.0 10.2
＿＿店 279,784 6.6 23,763 12.7 7.3
通オ＿ 17,482 6.4 40,621 28.0 10.8
通＿店 36,912 8.3 41,132 26.2 13.0
＿オ店 25,346 7.8 41,000 23.2 13.2
通オ店 6,294 10.2 56,093 41.1 17.4
利用チャネル 顧客一人あたり平均購買品目数顧客数
顧客一人あたり
平均購買回数
顧客一人あたり
平均購買金額
顧客一人あたり
平均購買個数
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れた。そこで、3 チャネル顧客の中でもチャネルの利用の仕方が異なることによって
購買実績に何らかの傾向がみられるのかどうかを検討する。 
 3つのチャネルを利用する場合であっても、それぞれのチャネルをどの程度の頻度で
利用するかによって購買行動は異なる可能性がある。たとえば、多くの場合は実店舗を
利用するが、何らかの事情で実店舗に行けない場合やカタログやオンライン店舗でキャ
ンペーンを実施しているときだけそれらを利用するという顧客は、実店舗をのみを利用
する顧客と類似した購買傾向を示すかもしれない。普段はカタログ通販やオンライン店
舗で計画的に購買している顧客が、たまたま立ち寄った実店舗で商品を購買するといっ
た場合には、購買実績はさほど大きくならないかもしれない。こうしたことを検討する
ために、3チャネル顧客のみに着目し、分類を行ってそれぞれの購買実績を比較する。 
 
 (1) 3チャネル顧客の分類 
 3 チャネル顧客を分類するために、各顧客の年間購買回数に占める特定のチャネル
の利用回数を算出し（それぞれカタログ通販シェア、オンライン店舗シェア、実店舗
シェア）、この 3 つの変数を用いて K-means 法によるクラスタ分析を実施した。
K-means 法でははじめにクラスタ数を指定する必要がある。この点に関しては
McGoldrick and Collins（2007）の研究を参考にした。彼らは被験者のチャネル選好
に関するアンケートデータおよび購買実績（購買頻度、購買金額）を変数として
K-means法によるクラスタ分析を実施し、4つのクラスタを識別している。そこで本
研究でもクラスタ数を4と指定し、分析を実施した。 
 分析の結果を示したのが、図表2である。各シェアの平均値からクラスタはそれぞ
れオンライン店舗中心型、実店舗中心型、カタログ通販中心型、分散型と捉えること
ができる。 
 
図表2 クラスタ分析の結果 
（最終クラスタ中心） 
 
 
 
 
 
 
 
 
（抽出クラスタに関する分散分析表） 
 
 
 
 
 
オンライン店舗
中心型
実店舗
中心型
カタログ通販
中心型 分散型
カタログ通販シェア 18.1 15.1 59.1 28.1
オンライン店舗シェア 61.1 16.2 20.3 30.8
実店舗シェア 20.8 68.7 20.6 41.1
ケース数 1,574 1,602 1,271 1,847
クラスタ
平均平方 自由度 平均平方 自由度
カタログ通販シェア 550251.8 3 85.0 6290 6476.0 0.00
オンライン店舗シェア 634723.9 3 90.2 6290 7038.7 0.00
実店舗シェア 791827.1 3 83.6 6290 9470.3 0.00
クラスタ 誤差
F 値 有意確率
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 (2) 顧客クラスタの特徴 
 つづいて、得られた4つの顧客クラスタをもとに購買実績について比較を行い、チ
ャネル利用形式別の特徴を把握する。なお、この比較に際しては、顧客のより安定的
なチャネル利用を捉えるということを目的として、ある程度の購買を重ねる顧客を対
象とすることにした。具体的には、全 3 チャネル顧客（n=6,294）のうち、平均して
月1回以上の購買がある3チャネル顧客（購買回数≧12）を抽出して比較を行う。ケ
ース数は、オンライン店舗中心型492、実店舗中心型656、カタログ通販中心型529、
分散型380の計2,057である。 
 購買実績を比較するために、顧客クラスタを独立変数、購買実績（年間購買回数、
年回購買金額、年間購買個数、年回購買品目数、購買1回あたり金額、購買1点あた
り金額、購買1回あたり個数）を従属変数とする一元配置分散分析および多重比較を
行った。分析結果を示したのが図表3および図表4である。以下では有意差の認めら
れた従属変数について述べていく。 
 
図表3 3チャネル顧客（年回購買回数12回以上）の購買実績に関する記述統計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
下限 上限
オンライン店舗中心型 529 16.4 4.7 0.2 16.0 16.8
実店舗中心型 656 18.3 6.9 0.3 17.7 18.8
カタログ通販中心型 492 16.9 5.1 0.2 16.4 17.3
分散型 380 17.7 5.5 0.3 17.1 18.2
合計 2057 17.3 5.7 0.1 17.1 17.6
オンライン店舗中心型 529 104835.7 37938.1 1649.5 101595.4 108076.1
実店舗中心型 656 86831.8 41574.3 1623.2 83644.5 90019.1
カタログ通販中心型 492 95888.1 38005.9 1713.4 92521.5 99254.7
分散型 380 97838.3 39614.1 2032.2 93842.6 101834.0
合計 2057 95661.3 40023.9 882.5 93930.6 97391.9
オンライン店舗中心型 529 64.4 234.4 10.2 44.4 84.4
実店舗中心型 656 66.6 373.7 14.6 38.0 95.2
カタログ通販中心型 492 89.6 479.6 21.6 47.1 132.1
分散型 380 67.1 250.9 12.9 41.8 92.4
合計 2057 71.6 353.9 7.8 56.3 86.9
オンライン店舗中心型 529 29.2 11.7 0.5 28.2 30.2
実店舗中心型 656 28.2 13.6 0.5 27.1 29.2
カタログ通販中心型 492 22.9 12.3 0.6 21.8 24.0
分散型 380 28.8 12.8 0.7 27.6 30.1
合計 2057 27.3 12.9 0.3 26.7 27.9
オンライン店舗中心型 529 6511.1 2204.9 95.9 6322.8 6699.4
実店舗中心型 656 4840.6 1990.1 77.7 4688.0 4993.2
カタログ通販中心型 492 5795.6 2210.8 99.7 5599.8 5991.5
分散型 380 5613.0 1976.0 101.4 5413.7 5812.3
合計 2057 5641.3 2191.4 48.3 5546.6 5736.1
オンライン店舗中心型 529 2203.6 751.2 32.7 2139.5 2267.8
実店舗中心型 656 1907.5 590.5 23.1 1862.3 1952.8
カタログ通販中心型 492 2154.2 969.7 43.7 2068.3 2240.1
分散型 380 2108.7 666.1 34.2 2041.5 2175.9
合計 2057 2079.8 759.8 16.8 2047.0 2112.7
オンライン店舗中心型 529 3.9 13.5 0.6 2.8 5.1
実店舗中心型 656 3.9 24.4 1.0 2.0 5.8
カタログ通販中心型 492 5.2 25.9 1.2 2.9 7.4
分散型 380 4.0 19.7 1.0 2.1 6.0
合計 2057 4.2 21.6 0.5 3.3 5.2
平均値の 95% 信頼区間
購買1点あたり金額
購買1回あたり点数
年間購買回数
年間購買金額
年間購買点数
年間購買品目数
購買1回あたり金額
従属変数 標準誤差クラスタ 度数 平均値 標準偏差
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図表4 3チャネル顧客（年間購買回数≧12）の分散分析表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ① 年間購買回数 
 分散分析の結果、顧客クラスタ間に1％水準で有意差が認められた（F（3, 2053）
=11.62, p<.01）。またBonferroni 法による多重比較の結果、以下のことが示された。
すなわち、実店舗中心型顧客の年間購買回数はオンライン店舗中心型顧客およびカタ
ログ通販中心型顧客のそれより有意に多いこと、また分散型顧客のそれはオンライン
店舗中心型顧客のそれよりも多いことが示された（いずれも1％水準で有意）。 
 
 ② 年間購買金額 
 分散分析の結果、クラスタ間に1％水準で有意差が認められた（F（3, 2053）=20.86, 
p<.01）。また多重比較の結果、オンライン店舗中心型顧客の年間購買金額は実店舗中
心型顧客およびカタログ通販中心型顧客のそれよりも多いこと、実店舗中心型顧客の
購買金額はオンライン店舗中心型顧客だけでなく、カタログ通販中心型顧客や分散型
顧客よりも少ないことが明らかとなった（いずれも1％水準で有意）。 
 
 ③ 年間購買品目数 
 分散分析の結果、顧客クラスタ間に1％水準で有意差が認められた（F（3, 2053）
=26.86, p<.01）。また、多重比較の結果、カタログ通販中心型顧客の年間購買品目数
は他の顧客クラスタのそれに比べて少ないことが示された（いずれも1％水準で有意）。 
 
 ④ 購買1回あたり金額 
 分散分析の結果、顧客クラスタ間に1％水準で有意差が認められた（F（3, 2053）
平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率 η2
グループ間 1129.2 3 376.4 11.62 .00 .00
グループ内 66528.2 2053 32.4
合計 67657.4 2056
グループ間 97494191275.2 3 32498063758.4 20.88 .00 .00
グループ内 3196044326877.3 2053 1556767816.3
合計 3293538518152.5 2056
グループ間 210507.6 3 70169.2 0.56 .64 .00
グループ内 257255968.1 2053 125307.3
合計 257466475.8 2056
グループ間 12950.8 3 4316.9 26.86 .00 .00
グループ内 329919.9 2053 160.7
合計 342870.7 2056
グループ間 832817461.6 3 277605820.5 63.04 .00 .01
グループ内 9040603863.2 2053 4403606.4
合計 9873421324.8 2056
グループ間 30620516.6 3 10206838.9 18.12 .00 .00
グループ内 1156188792.4 2053 563170.4
合計 1186809308.9 2056
グループ間 565.9 3 188.6 0.40 .75 .00
グループ内 961491.3 2053 468.3
合計 962057.2 2056
購買1回あたり個数
年間購買金額
年間購買点数
年間購買品目数
購買1回あたり金額
購買1点あたり金額
年間購買回数
 2 
158 
 
=63.04, p<.01）。また多重比較の結果、オンライン店舗中心型顧客の購買1回あたり
金額は他の顧客クラスタよりも多いこと、実店舗中心型顧客のそれは他の顧客クラス
タよりも少ないこと、さらにカタログ通販中心型顧客のそれは、オンライン店舗中心
型顧客よりも少なく、実店舗中心型顧客よりも多いことが示された（いずれも 1％水
準で有意）。 
 
 ⑤ 購買1点あたり金額 
 分散分析の結果、顧客クラスタ間に1％水準で有意差が認められた（F（3, 2053）
=18.12, p<.01）。また多重比較の結果、実店舗中心型顧客の購買1点あたり金額は他
の顧客クラスタに比べて小さいことが示された（いずれも1％水準で有意）。 
 
 各顧客クラスタの特徴をまとめてみよう。まず、オンライン店舗中心型顧客は年間
の購買回数は少ないものの、購買金額が大きいことが示された。これにはとくに購買
1 回あたりの購買金額が大きいことが影響していると推測される。つぎに実店舗中心
型の特徴は、年間の購買回数は多いものの、購買金額が他の顧客に比べて小さいこと
である。この顧客は購買1回あたりの購買金額や購買1点あたりの購買金額も小さい
ことから、頻繁に購買するが、その際は単価の低い商品を少数購買するという購買行
動をとっていることが推測される。カタログ中心型顧客に関しては、年間の購買金額
はオンライン店舗中心型顧客と実店舗中心型顧客の中間にあるが、年間の購買品目数
が最も低いという結果が示された。このことから、比較的購買する商品が固定してお
り、気に入った商品を反復的に購買するという行動をとる傾向にあることが推測され
る。最後に分散型顧客であるが、年間の購買金額はオンライン店舗中心型顧客と同程
度、購買1回あたりの金額もオンライン店舗中心型顧客についで多いが、全般的にす
べての顧客クラスタの中間的な特徴を有していると推測される。このクラスタに属す
る顧客は企業に対するロイヤルティは高いが、チャネルにはこだわりをもっていない
可能性が高い。そのときの状況においてもっとも利用しやすいチャネルで購買すると
いった購買行動をとる傾向があると推測される。 
 以上の分析から、3 チャネルを利用する顧客であってもチャネルをどのように利用
するかによって購買回数や購買金額に違いがあることが明らかとなった。なかでもオ
ンライン店舗を中心に利用する顧客の年間の購買金額は多く、企業にとってはもっと
も優良性の高い顧客であるといえる。 
 いまひとつ明らかとなったことは、この結果をシングルチャネル顧客と比較してみ
ると、チャネルの利用と購買実績には同じような傾向が見出せるということである。
シングルチャネル顧客のみに着目すると（図表 1 参照）、オンライン店舗のみを利用
する顧客と実店舗のみ利用する顧客については年間の購買回数は前者よりも後者が多
く、購買金額は前者のほうが後者よりも大きい。これと同様の傾向を3チャネル顧客
の間にも見出すことができる。このことからオンライン店舗の利用と顧客の優良性に
は関連性があるということがいえるだろう。 
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 3.4 分析3：顧客の利用チャネル別離脱率 
 分析 2 においては、シングルチャネル顧客であれ、3 チャネル顧客であれ、オンラ
イン店舗を利用する顧客の優良性は高いことが示された。しかしながら、顧客の購買
実績に関する長期データを用いてそのチャネル遷移（channel migration）について分
析を行ったAnsari, Mela and Neslin（2008）によれば、オンライン店舗を利用する
顧客は短期的な視点に立つと企業に対して高い利益をもたらすが、長期的には他のチ
ャネルを利用する顧客よりも離脱しやすいことが指摘されている。彼らは、オンライ
ン店舗顧客は以下の理由により離脱する可能性が高まると推測している。第一が、オ
ンライン利用が増加することによってスイッチングコストが低下し、他企業の商品と
の比較が容易に行われるようになるということである。第二が、オンライン利用によ
って企業との人的な接触が減少するため、企業との結びつきを感じなくなるというこ
とである。 
 そこで、3 つの目の分析として顧客のチャネル遷移と離脱率の関係について分析す
る。分析の手順としては、まず、顧客のチャネル遷移を捉えるために 2006 年に新規
獲得した顧客が当該年にいずれのチャネルを利用し、その翌年（2007年）にそれがど
のように変化したのかその顧客数を算出した。その上で、2008年におけるチャネル利
用形式別の離脱者数の割合を算出した(3)。その結果を示したのが図表5である。 
 
図表5 2006年新規獲得顧客（年間購買回数≧1）のチャネル遷移と離脱率 
（2006年～2007年におけるチャネル利用形式別顧客数） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（2008年における離脱率） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2006年＼2007年 通＿＿ ＿オ＿ ＿＿店 通オ＿ 通＿店 ＿オ店 通オ店 [合計]
通＿＿ 55,729 1,852 5,598 1,328 3,919 189 187 68,802
＿オ＿ 1,721 22,512 2,165 1,657 106 1,895 182 30,238
＿＿店 642 456 112,960 54 2,516 1,686 274 118,588
通オ＿ 2,330 3,269 320 1,047 228 329 137 7,660
通＿店 802 36 5,076 25 2,749 136 129 8,953
＿オ店 23 642 2,020 69 99 1,658 163 4,674
通オ店 49 95 308 34 192 312 160 1,150
[合計] 61,296 28,862 128,447 4,214 9,809 6,205 1,232 240,065
2008年 通＿＿ ＿オ＿ ＿＿店 通オ＿ 通＿店 ＿オ店 通オ店 [合計]
通＿＿ 44.8% 53.0% 39.3% 21.7% 13.8% 15.3% 5.3% 42.2%
＿オ＿ 61.7% 39.3% 42.4% 21.2% 20.8% 15.2% 6.6% 38.0%
＿＿店 54.4% 46.3% 35.3% 22.2% 16.7% 14.5% 7.3% 34.7%
通オ＿ 37.0% 30.9% 35.9% 15.8% 14.5% 10.0% 4.4% 29.0%
通＿店 32.2% 47.2% 33.5% 16.0% 10.9% 11.8% 3.9% 25.7%
＿オ店 30.4% 30.1% 34.5% 13.0% 14.1% 11.2% 5.5% 23.8%
通オ店 42.9% 21.1% 36.0% 14.7% 9.9% 11.5% 5.6% 19.2%
[合計] 44.9% 39.1% 35.5% 19.8% 13.8% 13.4% 5.8% 36.5%
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 2006年から2007年にかけてオンライン店舗を利用しつづけた顧客が2008年に離
脱する割合は、39.3％である。これ対し、カタログ通販を利用しつづけた顧客が離脱
する割合は、44.8％、実店舗を利用し続けた顧客のそれは35.3％である。つまり、オ
ンライン店舗のみ顧客は、実店舗のみ顧客よりは離脱率が高いが、カタログ通販のみ
顧客よりは低いという結果が示された。 
 着目すべきは、シングルチャネル顧客が利用チャネルを増やすのではなく、あるチ
ャネルから別のチャネルに完全に切り替えた場合の離脱率であろう。たとえば、2006
年にオンライン店舗のみを利用した顧客が 2007 年にカタログ通販に切り替え、その
後2008年に離脱した割合は61.7％であり、すべての遷移パターンのうちでもっとも
高い値を示している。また、実店舗からカタログ通販へ切り替えた場合の離脱率は
54.4％、カタログ通販からオンライン店舗へ切り替えた場合の離脱率は53.0％となっ
ている。総じていえることは、チャネルを切り替える顧客の離脱率は、ひとつのチャ
ネルを使い続ける顧客よりも高いとうことである。 
 さらに、マルチチャネル顧客化が起きると離脱率は低下するということも示された。
たとえば、2006年から2007年にかけてひとつのチャネルを利用し続けた顧客が2008
年に離脱した割合は 38.5％である。これに対し、2006 年にカタログ通販、オンライ
ン店舗、実店舗のいずれかひとつのチャネルを利用し、2007年にそのチャネルにもう
ひとつ別のチャネルを利用した顧客が2008年に離脱した顧客の割合は16.4％である。
またこうした顧客が3チャネル利用になったときの離脱率は、6.5％である。 
 最後に、シングルチャネル顧客が2チャネル利用化した場合では、実店舗利用があ
ったほうが離脱率は低いということである。2006年におけるシングルチャネル顧客が
2007年にカタログ通販およびオンライン店舗の2チャネル顧客になり、2008年に離
脱した割合は 21.4％である。これに対し、2007 年に実店舗とカタログ通販もしくは
実店舗とオンライン店舗の2 チャネル顧客になった場合の 2008 年における離脱率は
15.0％である。 
 
4. インプリケーションと今後の課題 
 本研究では顧客のチャネル利用に焦点をあて、チャネルの利用形式の違いとその購
買特性の関連について探った。以下では得られた知見をまとめつつ、インプリケーシ
ョンを導き出すことにする。 
 学術的なインプリケーションとしては以下のことがあげられよう。まず欧米の顧客
を対象とした諸研究と同様、日本の顧客に関してもシングルチャネル顧客よりも2チ
ャネル顧客のほうが、また2チャネル顧客よりも3チャネル顧客のほうが企業に対し
て高い利益をもたらすことを確認できたことである。とくに3チャネル顧客はシング
ルチャネル顧客よりも 1.7 倍ほど多くの売上を企業にもたらしていた。また、購買回
数、購買個数、購買品目数についてもシングルチャネル顧客を大きく上回っていた。 
 第二に、3 チャネル顧客をチャネルの利用頻度に応じて分類し、購買実績を比較す
ることでチャネルの役割について知見を得たことである。既存研究ではシングルチャ
ネル顧客とマルチチャネル顧客の間での比較はなされていても、マルチチャネル顧客
とりわけ3チャネル顧客間での比較はなされてこなかった。本研究では、この比較に
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よってチャネル数の影響もさることながら、利用するチャネルの違いも購買実績と関
連があることが示された。 
 すなわち、チャネル利用数が同じ顧客の間で比較をした場合、オンライン店舗を利
用する顧客の購買金額や購買個数は多いこと、また、実店舗を利用する顧客について
は購買回数は多いものの購買金額は小さいことが確認された。 
 第三に、利用チャネル数および利用チャネルの違いは離脱率と関連があることを示
したことである。すなわち、利用チャネル数に関しては、その数が増えると離脱率は
低下する。このことからマルチチャネル顧客は複数のチャネル利用を通じて取得され
る情報や提供されるサービスによって比較的短期間に企業や商品に対してロイヤルテ
ィを形成していることが推測される。 
 また、利用チャネルの違いに着目すると、チャネル数が同じであれば実店舗を利用
する顧客はそれをあまりもしくはまったく利用しない顧客よりも離脱率が低いことも
示された。したがって実店舗を利用する顧客であっても長期的には企業に大きな利益
をもたらす可能性がある。 
 実務上のインプリケーションとしては以下のことがあげられよう。まず、顧客のマ
ルチチャネル化によってその購買実績は高まることが期待されるが、企業がマルチチ
ャネル化施策を実行する際には顧客のチャネル利用形式がどのようなものであるかを
考慮することが重要である。購買実績という観点からは、実店舗を頻繁に利用する顧
客については来店回数が多いため、それを維持させつつ、より単価の高い商品の購買
を促すための施策がより重要となるであろう。またオンライン店舗を利用する顧客に
ついては購買金額や購買個数が大きいことから購買意欲が旺盛であるといえる。購買
回数を増やすような施策を実施することでさらに購買金額が高まることが見込まれる。
さらにカタログを利用する顧客については、すでに述べたとおり、購買する商品が固
定的である可能性が高い。購入商品の幅を拡大させる施策が重要となるであろう。 
 第二に、シングルチャネル顧客をマルチチャネル顧客化することは重要であるが、
その際には長期的な視点にたち、顧客に抵抗感を生じさせないような施策の実施が重
要である。Kushwaha and Shankar（2013）によれば、マルチチャネル顧客は制御
焦点理論（Regulatory Focus Theory: RFT）における促進焦点（promotion focus）
を有するのに対し、実店舗やカタログ通販といった伝統的なチャネルを利用しつづけ
る顧客は、予防焦点（prevention focus）に基づいた行動をとるとされる。こうした
顧客は損失の有無に対して敏感であり、リスク回避型の行動をとる傾向がある
（Higgins 1997）。したがって、オンライン店舗という不慣れなチャネルに対する抵
抗感は大きいであろうし、知覚リスクや生じうる不利益を大きく上回る利得を感じる
ことができなければそれを利用することはないであろう。マルチチャネル顧客化にお
いて重要なことは利用できるそれぞれのチャネルの使いやすさやチャネル統合を進め
るだけでなく、商品・サービスを通じてロイヤルティを高めてチャネルに対する知覚
リスクを低減させること、複数のチャネルを利用することでの利益を明確に伝えてい
くことであろう。 
 つづいて本研究における限界と今後の研究課題についてまとめておく。まず指摘で
きることは外部妥当性の問題である。すなわち、本研究で用いたデータはある企業 1
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社の化粧品カテゴリの購買データである。この企業はカタログ通販から事業を開始し
たという歴史的経緯をもっている。異なるチャネル展開をする企業について分析した
場合には本研究とは違った結果が得られる可能性は十分にあるだろう。また化粧品と
いう商品カテゴリについても同様のことがいえる。たとえば企業横断的、商品カテゴ
リ横断的なデータを用いてマルチチャネル顧客について分析した Kushwaha and 
Shankar（2013）は、化粧品は知覚リスクが高く、また快楽的な（hedonic）商品カ
テゴリであり、こうした商品カテゴリにおいてはマルチチャネル顧客化が起こりやす
いことを指摘している。 
 また、研究間で異なる結果が得られたことについては十分に検討する必要があろう。
本研究においてはもっとも高い購買実績を示したのはオンライン店舗を利用する顧客
であった。しかしながらThomas and Sullivan（2005）ではカタログ通販を利用する
顧客はそれを利用しない顧客よりも高い購買実績を示すことが指摘されている。こう
した違いがなぜ生じるのかについてはより精緻な研究が求められる。彼らはさらにオ
ンライン店舗を利用する顧客は離脱しやすいことを見出したが、本研究において離脱
率が高かったのは取引期間においてあるチャネルから別のチャネルへと完全に移行し
てしまう顧客であり、なかでもオンライン店舗からカタログ通販へ切り替えた顧客の
それがもっとも高かった。 
 マルチチャネル顧客はシングルチャネル顧客よりも高い購買実績を示すということ
は一般化のレベルに達している（Neslin and Shankar 2009）。今後は上記の問題につ
いて分析するとともに、マルチチャネル顧客がなぜ高い実績を示すのか、すなわち因
果関係についての解明が求められであろう。 
 本研究を終えるにあたり、データ提供企業およびデータベースの整備および管理ソ
フトウェアの提供をしてくださった日本ユニシス株式会社の関係者の皆様に感謝申し
上げる。 
 
【注】 
 (1) 分析に際しては以下の条件から外れる顧客のデータを除外している。条件1：2008 年1 年間
の購買回数が3回以上あること。条件2：2008年1年間の累積購買金額が20万円以下であるこ
と。条件1を加えたのは以下の理由による。すなわち、一定期間にカタログ通販、オンライン店
舗、実店舗の3つのチャネルを利用する顧客（3チャネル顧客）の購買回数は必ず3回以上とな
る。3つのチャネルが利用できる環境にあって3回以上の購買があるときどのようなチャネルを
利用しているのかを把握するためこの条件を加えている。条件2を加えたのは、特定の顧客が大
量購買するというケースがあることがデータから確認できたからである。そこでデータ提供企業
の担当者に平均的な顧客およびロイヤルティの高い顧客の購買実績、どの程度であれば特殊なケ
ースとして扱うべきかをうかがい、年間の購買金額20万円以下という条件を設けることとした。
外れ値の検定によってこれを処理することできるが、データに対して正規分布が仮定できないた
め以上のような経験的な方法を用いることとした。 
 (2) 彼らの研究で分析対象とした企業では、シングルチャネル顧客は全体の87.2％、2チャネル顧
客は11.9％、3チャネル顧客は0.9%を占めていたと報告されている（p.242）。 
 (3) 本研究では、離脱を2006年および2007年において購買があり、2008年に購買がないことと
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定義する。2008年以降に再び購買する可能性もあるため、厳密にいえば休眠顧客である。 
 
【参考文献】 
Ansari, A., C. F. Mela and S. A. Neslin (2008) “Customer Channel Migration,” Journal of 
Marketing Research, Vol. 45, No. 1, pp. 60-76. 
Dholakia, U. M., B. E. Kahn, R. Reeves, A. Rindfleisch, D. Stewart and E. Taylor (2010) 
“Consumer Behavior in a Multichannel, Multimedia Retailing Environment,” Journal of 
Interactive Marketing, Vol. 24, No. 2, pp. 86-95. 
Gulati, R. and J. Garino (2000) “Get the Right Mix of Bricks & Clicks,” Harvard Business Review, 
Vol.78, No.3, pp.107-114（有賀裕子訳「ネットとリアルの相乗効果を生み出すクリック&モル
タル戦略」『Diamondハーバード・ビジネス・レビュー』第25巻, 第6号, pp. 104-114, 2000
年）. 
Higgins, E. T. (1997) “Beyond Pleasure and Pain,” American Psychologist, Vol. 52, No. 12, pp. 
1280-1300. 
Kumar, V. and R. Venkatesan (2005) “Who Are the Multichannel Shoppers and How Do They 
Perform? Correlates of Multichannel Shopping Behavior,” Journal of Interactive Marketing, 
Vol. 19, No. 2, pp. 63-74. 
Kushwaha, T. and V. Shankar (2008) “Single Channel vs. Multichannel Retail Customers: 
Correlates and Consequences,” Working Paper, Texas A&M University, College Station, TX 
77845. 
Kushwaha, T. and V. Shankar (2013) “Are Multichannel Customers Really More Valuable? The 
Moderating Role of Product Category Characteristics,” Journal of Marketing, Vol. 77, No. 4, 
pp. 67-85. 
McGoldrick, P. J. and N. Collins (2007) “Multichannel Retailing: Profiling the Multichannel 
Shopper,” International Review of Retail, Distribution & Consumer Research, Vol. 17, No. 2, 
pp. 139-158. 
Neslin, S. A., D. Grewal, R. Leghorn, V. Shankar, M. L. Teerling, J. S. Thomas and P. C. Verhoef 
(2006) “Challenges and Opportunities in Multichannel Customer Management,” Journal of 
Service Research, Vol. 9, No. 2, pp. 95-112. 
Neslin, S. A. and V. Shankar (2009) “Key Issues in Multichannel Customer Management: Current 
Knowledge and Future Directions,” Journal of Interactive Marketing, Vol. 23, No. 1, pp. 
70-81. 
Noble, S., A. G. Shenkan and C. Shi (2009) “The Promise of Multichannel Retailing,” 
McKinsey.com, 
http://www.mckinsey.com/insights/consumer_and_retail/the_promise_of_multichannel_reta
iling. 
Thomas, J. S. and U. Y. Sullivan (2005) “Managing Marketing Communications with 
Multichannel Customers,” Journal of Marketing, Vol. 69, No. 4, pp. 239-251. 
Zhang, J., P. W. Farris, J. W. Irvin, T. Kushwaha, T. J. Steenburgh and B. A. Weitz (2010) “Crafting 
Integrated Multichannel Retailing Strategies,” Journal of Interactive Marketing, Vol. 24, 
164 
 
No. 2, pp. 168-180. 
経済産業省（2012）『平成23年度我が国情報経済社会における基盤整備（電子商取引に関する市場調
査）報告書』、 http://www.meti.go.jp/press/2012/08/20120828002/20120828002-4.pdf. 
 
（2013年9月6日受理） 
